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研究成果の概要（和文）：歴史時代に発生した地震津波の波源断層の精緻な評価のために，地震･津波履歴情報
（①津波痕跡高とその分布，②地殻変動履歴，③津波堆積物の履歴，④海岸地形の変化履歴，⑤地震動被害とそ
の分布，⑥海域活断層履歴）を定義し，それらを利用して波源モデルの評価手法の検討を行った．地震津波履歴
情報を統合利用して波源推定を行う手法を開発し，1804年象潟地震に適用した．地殻変動および津波生成域と強
震動生成域は必ずしも一致する訳ではないため，歴史時代の津波をともなった事例に対しては津波履歴，地殻変
動履歴と海域活断層履歴（プレート境界面含む）を用いて評価することにより，合理的な断層モデルが推定でき
ると考えられる．

研究成果の概要（英文）：In this study, we defined RIST; the Record Information for Seismic and 
Tsunami recurrence as (1) tsunami trace, (2) crustal dislocation, (3) tsunami deposit, (4) coastal 
land-form change, (5) seismic intensity, (6) offshore active fault, and evaluated the source model 
by using RIST, which can be collected. The effect of the change of the coastline shape on the 
tsunami inundation analysis was examined for the huge earthquake occurred in the historical periods,
 also examined the estimation possibility of tsunami source scale by using tsunami deposits. We 
developed a method to carry out tsunami source estimation by RIST, to apply it to the 1804 Kisakata 
earthquake. Since crustal dislocation and tsunami generation areas do not always coincide with 
strong motion generation areas in the source, a rational fault model can be estimated by using 
tsunami trace, crustal dislocation, and offshore active fault record (Including plate interface) of 
RIST for cases with tsunamis in historical periods.

研究分野：津波工学

キーワード： 歴史地震・津波　地震･津波履歴情報　波源推定
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，歴史資料の被害記述や大地に刻まれた痕跡などの地震津波履歴情報を統合利用して，歴史時代に発
生した巨大地震･津波の震･波源の解析手法を提案した．本研究成果を活かして，歴史時代の地震および津波を精
緻に評価することで，繰り返し発生する巨大地震津波災害を“正しく畏れ，備える”ための前提情報を提供する
ことが可能となり，社会に与える影響は大きい．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
巨⼤地震の解明のために，様々な物理観測記録を⽤いた震・波源のモデル評価が⾏われるよう

になって久しい．1940 年頃には地震波観測や験潮施設などの観測体制の充実し，地震の観測波
形を活⽤した地震モデル解析法（Kanamori, 1970），津波の観測波形を活⽤した波源モデル解析法
（Satake, 1987）が提案された．2011 年東北沖地震に⾄っては，⾼密度かつ⾼解像度な各種観測
記録を利⽤することで明確な地震像を把握することが可能となった．しかし，この観測記録を活
⽤してモデル評価が可能なイベントは，観測体制が展開された 100 年前後の事例に限られる． 

ところで，歴史時代における地震・津波の規模や再来間隔を評価することは，発⽣頻度の低い
巨⼤地震災害による被害リスクの⻑期評価を⾏うためには極めて重要である． 

歴史時代に発⽣した地震津波の様相や規模は，古⽂書などに残されている津波痕跡を⼿がか
りに津波⾼を評価し，それらの分布を説明するための波源について津波数値解析を利⽤して試
⾏錯誤的に評価している場合がほとんどである（例えば，相⽥，1978）．この⼿法の課題として
は，津波痕跡⾼とその分布で評価した地震・津波の規模（以下，震・波源像）がその実像とどの
程度かけ離れているのか不明な点であり，津波⾼以外の観測事実を説明することができない波
源断層モデルが提案されてしまう可能性があることにある．古⽂書には，地震や津波被害だけで
なく，地殻変動の情報も含まれている場合もある．地震津波の履歴を観るための重要な情報とし
て津波堆積物がある．史料記述の物的証拠になることや複数の堆積層からその再来間隔に関す
る情報を得ることができるだけでなく，波源規模に関する情報を含んでいる可能性もある．津波
解析は氾濫過程を評価するための強⼒なツールであるが，その結果は地形条件に強く依存する
ため，歴史時代の海岸線形状や地形状況を復元する必要がある．⽇本海溝や南海トラフのように，
繰り返し発⽣してきたプレート境界型地震であれば，少ない履歴情報でも⼤局的な波源断層の
設定は可能である．しかし，⽇本海のように地震活動に定量的な規則性が不明瞭な地域では，断
⽚的な情報のみでその諸相を構築することは難しく，科学的根拠に乏しい波源が評価されてし
まう恐れがある． 

2011 年東北地震以降，各地域で巨⼤津波による被害想定が⾏われるようになったが，その想
定断層は現実とかけ離れたモデルによって実施される場合もあり，巨⼤地震津波災害の発⽣を
“正しく畏れ，備える”ことが困難な状況にある．過去に起きた地震・津波の履歴情報を精緻に調
べ統合利⽤して地球科学的に⽭盾のない地震モデル評価が求められている． 

２．研究の⽬的 
歴史時代に発⽣した地震津波の波源断層の精緻な評価を⾏うために，本研究では地震･津波履

歴情報を定義し，それらを利⽤して波源モデルの評価を⾏う．ここでの地震･津波履歴情報とは，
①津波痕跡⾼とその分布，②地殻変動履歴，③津波堆積物の履歴，④海岸地形の変化履歴，⑤地
震動被害とその分布，⑥海域活断層履歴，の６つである．これらは現在でも収集が可能な歴史時
代の地震･津波に関する履歴情報である．本研究では歴史時代に発⽣した巨⼤地震を対象として，
各種履歴情報の影響評価を⾏い，さらに数種類の地震津波履歴情報を組み合わせた波源断層モ
デルの評価を⾏い，各種地震津波履歴情報の重要度を定量的に評価する．これらの結果を踏まえ，
歴史時代に発⽣した地震の合理的な震・波源像評価⼿法の提案を⽬的とする． 

３．研究の⽅法 
本研究では，地震・津波履歴情報を統合的に利⽤して，歴史時代に発⽣した地震･津波の震･波

源解析を⾏い，その推定精度の向上条件に関する検討とその誤差分布の評価を⾏うことが⽬的
である．そのために，(1)地震・津波履歴情報が波源断層モデル評価に与え得る影響評価の検討と
(2)地震・津波履歴情報の統合利⽤による震・波源規模評価に関する検討を⾏った．(1)について
は，絵図や地質情報を⽤いた沿岸地形復元⼿法とその影響評価，さらに津波堆積物分布が波源断
層モデル評価に与える影響について検討した．(2)については，1804 年象潟地震を対象として歴
史資料，地質痕跡，海域活断層情報を統合利⽤して断層モデルを評価するための最適指標につい
て検討し，モデル評価に適⽤した．さらに，地震波動伝播解析を⾏い，歴史資料から得られた震
度分布との⽐較を⾏い，地震津波履歴情報の統合利⽤がモデル評価に与える影響について検討
を⾏った．  

４．研究成果 
(1) 地震・津波履歴情報が波源断層モデル評価に与え得る影響評価の検討 
① 絵図や地質情報を⽤いた沿岸地形復元⼿法とその影響評価 
現在我々が⽬にしている地形は，⾼度経済成⻑以降に顕著となる⾼度な⼟地利⽤によって，⾃然
地形から⼈⼯改変されたものである．防災や⼟地利⽤の観点から河川流路や海岸線は改変が顕
著であり，明治期以前に発⽣した津波災害をより正確に分析するためには発災当時の地形を復
元する作業が必要となる⼀⽅で，その影響についての検討例は少ない．本研究は岩⼿県宮古市沿
岸を対象として，歴史津波の氾濫解析を⾏うための基礎情報としての地形復元に際し，江⼾時代
や明治期の古絵図・古地図を⽤いて古地形を復元するための要件について整理し，復元地形が津
波氾濫解析に与える影響について検討した． 

岩⼿県沿岸部における歴史地形を描いた主な絵図・地図史料とその特徴は次の通りである．(a)
正保国絵図：幕府の命令により正保年間に盛岡藩が調査・作成したほぼ絵画的な描写の絵図であ



り，1650 年に幕府へ提出された．(b)⼤⽇本
沿海輿地全図（伊能⼤図）：伊能忠敬が 1800
〜1816 年まで実測し，1821 年に提出された．
実測に基づいて海岸線を明確に描くものの，
それ以外の地形や河川については簡易な描
写に留まる．(c)御領分海陸分絵図： 1857 年
に盛岡藩が作成した．絵画的描写ではあるが
沿岸部の海岸線や集落の所在・街道が描かれ
ている．(d)地引絵図・耕地絵図（公図）：1876
年に明治政府が実施した地租改正の施⾏に
伴い，各地の官吏・⼟地所有者が検査・作図
した．部分的に⾯積や形状が不統⼀であり，
その傾向は海岸部や⼭間部において顕著と
なる．(e)陸地測量部作成図：陸軍参謀本部陸
地測量部が 1884 年から作成を開始した現代
の測量技術に基づく輯製図・実測図である．
(b)の海岸線情報と(e)の地形図情報は実測に
基づいて作成されているが，それ以外の資料
を利⽤する場合，歴史的解釈を含めて復元作
業を⾏う必要がある．本研究では 1611 年慶
⻑奥州地震津波を対象としているため，400
年前の地形を⼗分に復元できているかどう
かは議論が必要であるが，明治期以降の⼈⼯
改変による影響は少なくとも除去されてい
ると判断される．図 1 に 1611 年慶⻑奧州地
震の波源による現況地形と復元地形による
最⼤津波⾼分布を⽰す．定量的な影響評価を
⾏うためには，津波痕跡⾼との⽐較が必要に
なるが，宮古中⼼市街では，閉伊川河⼝部の⼈⼯改変の影響により現況地形の⽅が津波氾濫域は
拡⼤している．⼀⽅で，宮古湾の湾奥では復元地形の⽅が津波⾼は⾼まっていることがわかる． 
② 津波堆積物分布が波源断層モデル評価に与える影響 

南海トラフ地域では，歴史記録に加え，津波堆積物などの地質記録を元に過去 6000 年間にわ
たる地震・津波の履歴が明らかにされてきた．また，地殻変動や地震・津波の数値解析を元に， 
1707 年宝永地震・1854 年安政東海・南海地震など，歴史地震・津波の規模や波源域の検討も進
められてきた．例えば，Furumura et al.（2011）は，津波氾濫解析により，津波堆積物が報告され
ている⼤分県佐伯市⽶⽔津間越の⿓神池で砂移動が⽣じる⽔理条件をもとに，宝永地震では⽇
向灘沖まで断層破壊が広がっていた可能性を⽰し，南海トラフ地域における地震発⽣様式の多
様性を指摘している．⼀⽅，近年南海トラフ地域で想定されている最⼤クラスの地震・津波の規
模（内閣府，2012）は，歴史上知られている地震・津波の規模を⼤きく上回る．その実在性を検
討する上で，津波堆積物から得られる情報の重要性は⾼く，波源規模に制約を与えることができ
ると考えられる．しかし，当地域の津波堆積物の多くは沿岸湖沼や狭⼩な低地から⾒出されてお
り，空間的に限られた範囲で得られる津波堆積物データを地震・津波の規模情報にどこまで関連
付けられるのかを明らかにすることが必要である． 

歴史時代の津波および最⼤クラスの津波を対象に，上述の⿓神池における津波⼟砂移動の数
値解析に基づき，沿岸湖沼における津波堆積物の形成過程・分布や層厚から，津波の波源パラメ
ータについてどの程度定量的な情報を読み取ることができるかを検討し，現地での津波堆積物
の観察結果と解析結果の照合を試み，既往の地震・津波の規模情報との関連を議論した．⼟砂移
動量に密接に関わる⼟砂粒径や地震当時の地形や⼟地利⽤状況が不明な点で，定性的な傾向を
探る程度のものである．しかし，湖沼内の津波堆積物分布と津波⼟砂移動解析を組み合わせて解
析を⾏うことにより，波源規模の制約条件として利⽤できることを⽰すことができた．図 2 に，
⿓神池における津波堆積物の観測確認地点と数値解析による津波堆積物分布を⽰す．これまで
に検討されたモデルでは津波堆積物の観測確認地点に⼟砂が移動している状況が確認できる．
⼀⽅で，規模の⼩さいモデルや最⼤クラスのモデルではその堆積分布は説明できないことがわ
かる．津波外⼒に応じた堆積厚さの変化や湖沼や周辺地形の影響を踏まえて検討し，波源規模に
関する制約条件抽出に向けた検討が今後の課題となろう． 
(2) 履歴情報の統合利⽤ 

1804 年 7 ⽉ 10 ⽇に象潟沖で発⽣したと考えられる地震により，秋⽥県本莊から⼭形県酒⽥の
間で甚⼤な震害をもたらし，津波被害も局所的に甚⼤であった．さらに，景勝地である象潟湖は
この地震により陸地と化した．平野・他（1979）は，史料や地形学的根拠に基づいて象潟湖の湖
岸線や旧海岸線などの古地理を復元し，本地震による地殻変動の様相を明らかにした．⽻⿃（1986）
は，震度分布や津波⾼分布を史料に基づいて明らかにし，本地震の波源域の推定を⾏った．ただ 
し，いずれの既往研究においても本地震の断層モデルを検討するまでには⾄っていないのが現
状である．本研究では，史料の再収集と再解析，地殻変動量分布および津波⾼分布や最新の詳細

図 1 現況地形と復元地形による最大津波高分布．(a)は現況

地形，(b)は復元地形（1816 年）に基づく解析結果を示

している． 

図 2 龍神池における津波堆積物の観測確認地点（図中の○）

と数値解析による津波堆積物分布．(a)は Furumura et 
al.(2011)の波源モデル，(b)は内閣府の波源断層モデル

Case 5 の波源モデルによる堆積分布を示している． 



DEM データによる旧湖岸線や旧汀線を基準海
⾯とした場合の地盤隆起量の地震津波履歴情
報を統合利⽤して，これらを説明し得る断層
モデルについて検討した． 
 本地震の地殻変動量は，平野・他（1979）に
よる地殻変動量分布を⽤い，国⼟地理院によ
る空間分解能 1 m の精細 DEM における旧湖岸
線および旧汀線（図 3）と推定される微地形の
標⾼値を利⽤して評価した．1mDEM では不明
瞭な箇所においては，RTK-GNSS による測量
を⾏った（図 4）．旧象潟湖においては，北北
東から南南⻄に向かって隆起量が⼤きくなっ
ていること，東北東から⻄南⻄⽅向には地殻
変動の系統的な傾斜が⾒いだせないことから，
断層⾯は旧象潟湖の南南⻄⽅向に位置してい
ることが⽰唆された（図 5）．  

津波痕跡⾼は古⽂書分析に基づいて，芹⽥・
三森，塩越，関，⼩砂川，酒⽥および宮ノ浦の
6 ヶ所の値を評価した．ここでは，象潟南部の
集落である関村と象潟から 35 km ほど南に位
置する酒⽥市宮野ノ浦の例を紹介する．⾦浦
年代記には“下居堂迄⼀⾯⽔となり…”という

津波被害の記述がある．⼀⽅，「関村伝来⽂書」の史料分析からみえてくる象潟地震における関
村の被害は, 強震による家屋倒壊（図 6）および棚⽥の崩壊による耕作地の被害であり，集落に
津波が侵⼊することはなかったと考えられる．これらを踏まえ，関の津波⾼は下居堂近傍の奈曽
川⼟⼿の地盤標⾼を基準として 6.6 m 程度と推定した．宮野ノ浦では，瀧澤⼋郎兵衛⽇記には“宮
ノ浦は⼀軒も無御座津浪にて海中へ引かれ申候…”とあり，当該集落が全流失したことがわかる．
宮野浦の津波⾼は集落中⼼地盤標⾼（≒3.0 m）と江⼾期家屋の建物流失被害関数から 6 m と推
定した．図 7 に津波⾼と地殻変動の分布を⽰す．象潟沿岸では津波も地殻変動も⼤きいが，南北
に遠ざかるにつれて，いずれも減少していくことがわかる．象潟湖の地殻変動分布も踏まえると
震源は象潟の南南⻄の沖合にあったことが⽰唆される． 

 詳細な断層⾯については，以下を踏まえて検討した．象潟沖の地下構造に関する反射断⾯（産
業技術総合研究所）には，背斜構造の左端に発達する東傾斜の逆断層を読み取ることができ，断

 
図 3 旧象潟湖の湖岸線および汀線の測量地点 

 
図 4 旧湖岸線・旧汀線と推定される微地形の特徴 

 

図 5 旧象潟湖における地殻変動分布 

 
図 6 絵図に基づく関村の歴史景観と象潟地震被害 

図 7 津波高と地殻変動の分布 



層の空間連続性を同定することができた
（図 8）．⼀⽅で，陸域に断層崖を確認す
ることができないことから，海岸線近傍
に⾛向を持つ断層を推定した．この海域
活断層履歴と地震津波履歴情報のうち地
殻変動履歴（図 5 および 7），津波痕跡⾼
とその分布履歴（図 7）に基づいて，図 8
に⽰す断層⾯を仮定した．１枚断層に⼀
様にすべりを与えた場合，地殻変動と津
波⾼痕跡分布の両者をうまく説明するこ
とはできなかった．そのため，断層⻑さ⽅
向に 5 分割した⼩断層に対する地殻変動
量および津波⾼分布を説明するための各
すべり量を SA（Kirkpatrick et al., 1983）を

⽤いて VRS が最適値となるように評価した． 
𝑉𝑅𝑆 ൌ ඥ∏ 𝑉𝑅௞௠

௞ୀଵ
೘          (1) 

ここで，m は観測パラメータであり，本研究では地殻
変動および津波の2 である．VR（Yamamoto et al., 2016）
は式(2)で定義される． 

𝑉𝑅 ൌ 1 െ ሺ∑ ሺ𝑂௜ െ 𝐶௜ሻଶሻ/ሺ∑ 𝑂௜
ଶ௡

௜ୀଵ ሻ௡
௜ୀଵ   (2) 

ここで，Oi は観測値，Ci は計算値，n は地点数である． 
 図 9 に象潟地震の地殻変動量と津波⾼を説明する断
層モデルを⽰す．VRS は 0.87 となり，本解析による推
定断層モデルの地震規模は Mw7.1 となり，平均すべり
量は 5.6 m，局所的には 14 m のすべりとなることがわ
かった．⼀般的な活断層の地震規模に対して⼤きなす
べり量が⽣じていることになるが，図 7 に⽰されてい
るように，津波⾼と地殻変動分布を良好に再現してい
る．図 10 は旧象潟湖の復元状況を⽰しており，詳細
DEM による現況地形から本解析モデルによる隆起量
を差し引いたものになる．図から旧汀線や旧湖岸線を
おおむね復元されていることがわかる． 
 本地震の断層モデルの妥当性を検討するために，古
⽂書分析によって得られた震度分布と OpenSWPC
（Maeda et al., 2017）による地震波動伝播解析による最
⼤震度分布を⽐較した（図 11）．地震波動伝播解析で
は，震央は断層モデルの中⼼とした．地殻変動と津波
から得られた断層モデルによる震度分布は，史料から
得られた震度分布よりも過⼤評価となっているが，相
対的な震度分布には相似性が確認される．地殻変動お
よび津波⽣成域と強震動⽣成域は必ずしも⼀致する訳
ではないため，歴史時代の津波をともなった事例に対
しては津波履歴，地殻変動履歴と海域活断層履歴（プ
レート境界⾯含む）を⽤いて評価することにより，合
理的な断層モデルが推定できると考えられる．地震波
動伝播解析を利⽤して，強震動⽣成域を特定するため
の⼿法開発を進める必要がある． 
 本研究成果を活かして，歴史時代の地震および津波
を精緻に評価することで，将来発⽣し得る巨⼤地震津
波災害を“正しく畏れ，備える”ための前提情報を提供
することが可能となり，社会に与える影響は⼤きい． 
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図 8 反射断面イメージングによる象潟沖の推定断層面

 
図 9 象潟地震の断層滑り分布 

 
図 10 本断層モデルによる象潟湖の復元 

図 11 震度分布の比較．(a)は古文書分析に

よる震度分布，(b) OpenSWPC による

波動伝播解析に基づく震度分布． 
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